
 

 

統計法（平成 19 年法律第 53 号）（抄） 

 

（定義） 

第２条 

４ この法律において「基幹統計」とは、次の各号のいずれかに該当する統計をい

う。 

一 第５条第１項に規定する国勢統計 

二 第６条第１項に規定する国民経済計算 

三 行政機関が作成し、又は作成すべき統計であって、次のいずれかに該当する

ものとして総務大臣が指定するもの 

イ 全国的な政策を企画立案し、又はこれを実施する上において特に重要な統

計 

ロ 民間における意思決定又は研究活動のために広く利用されると見込まれる

統計 

ハ 国際条約又は国際機関が作成する計画において作成が求められている統計

その他国際比較を行う上において特に重要な統計 

 

（基幹統計の指定） 

第７条 総務大臣は、第２条第４項第三号の規定による指定（以下この条において

単に「指定」という。）をしようとするときは、あらかじめ、当該行政機関の

長に協議するとともに、統計委員会の意見を聴かなければならない。 

 ２ 総務大臣は、指定をしたときは、その旨を公示しなければならない。 

 ３ 前２項の規定は、指定の変更又は解除について準用する。 

 

（基幹統計の公表等） 

第８条 行政機関の長は、基幹統計を作成したときは、速やかに、当該基幹統計及

び基幹統計に関し政令で定める事項を、インターネットの利用その他の適切な

方法により公表しなければならない。 

２ 行政機関の長は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ、

当該基幹統計の公表期日及び公表方法を定め、インターネットの利用その他の

適切な方法により公表するものとする。 

３ 行政機関の長は、国民が基幹統計に関する情報を常に容易に入手することが

できるよう、当該情報の長期的かつ体系的な保存その他の適切な措置を講ずる

ものとする。 

 

（基幹統計の作成方法の通知等） 

第 26 条 行政機関の長は、統計調査以外の方法により基幹統計を作成する場合に

は、その作成の方法について、あらかじめ、総務大臣に通知しなければならな

い。当該作成の方法を変更しようとするとき（政令で定める軽微な変更をしよ

うとするときを除く。）も、同様とする。 

参考２ 



 

 

２ 総務大臣は、前項の規定による通知があった基幹統計の作成の方法を改善す

る必要があると認めるときは、当該行政機関の長に意見を述べることができる。 

３ 総務大臣は、前項の規定により意見を述べようとするときは、あらかじめ、

統計委員会の意見を聴かなければならない。 

 

（協力の要請） 

第 29 条 行政機関の長は、他の行政機関が保有する行政記録情報を用いることに

より正確かつ効率的な統計の作成又は統計調査における被調査者の負担の軽

減に相当程度寄与すると認めるときは、当該行政記録情報を保有する行政機関

の長に対し、その提供を求めることができる。この場合において、行政記録情

報の提供を求める行政機関の長は、当該行政記録情報を保有する行政機関の長

に対し、利用目的その他の政令で定める事項を明示しなければならない。 

２ 行政機関の長は、前項に定めるもののほか、基幹統計調査を円滑に行うため

その他基幹統計を作成するため必要があると認めるときは、他の行政機関の長

に対し、調査、報告その他の協 

  力を求めることができる。 

第 30 条 行政機関の長は、前条に定めるもののほか、基幹統計調査を円滑に行う

ためその他基幹統計を作成するため必要があると認めるときは、地方公共団体

の長その他の関係者に対し、協力を求めることができる。 

第 31 条 総務大臣は、基幹統計の作成のため必要があると認めるときは、当該基

幹統計を作成する行政機関以外の行政機関の長その他の関係者に対し、当該基

幹統計を作成する行政機関の長への必要な資料の提供その他の協力を行うよ

う求めることができる。 

２ 総務大臣は、前項の規定による求めを行おうとするときは、あらかじめ、統

計委員会の意見を聴かなければならない。 

 

  第７章 罰則 

第 58 条 基幹統計の業務に従事する者又は従事していた者が、当該基幹統計を、

第八条第二項の規定により定められた公表期日以前に、他に漏らし、又は盗用

したときは、１年以下の懲役又は 100 万円以下の罰金に処する。 

第 60 条 次の各号のいずれかに該当する者は、６月以下の懲役又は 50 万円以下の

罰金に処する。 

一 第 13 条に規定する基幹統計調査の報告を求められた者の報告を妨げた者 

二 基幹統計の作成に従事する者で基幹統計をして真実に反するものたらしめ

る行為をした者 

 


